
                                     資料 １ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

平成２０年１０月８日  

 

 

 

株式会社ＣＡＣ及び株式会社ハートネットワーク所属特定無線局の 
包括免許について 

（平成２０年１０月８日 諮問第３８号） 

 

［地域WiMAXの陸上移動局］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局基幹通信課 

                         （近藤課長補佐、溝上係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８８６ 
 



諮問第３８号説明資料 

 

株式会社ＣＡＣ及び株式会社ハートネットワーク所属特定無線局の 
包括免許について 

～地域WiMAXの陸上移動局～ 
 

１  包括免許申請の概要 

 

申請者 
株式会社ＣＡＣ 

（代表取締役社長：金澤 憲二） 

株式会社ハートネットワーク 

（代表取締役：大橋 弘明） 

目 的 電気通信業務用 

開設を必要と

する理由 

 ＷｉＭＡＸによる地域の公共サービ

スの向上等地域の公共の福祉の

増進及び地域の特性、ニーズに応

じたワイヤレスブロードバンドサー

ビスの提供、地域住民生活の利便

性向上、都市型デジタル・デバイド

の解消に寄与するサービスなど、

今後さらに地域情報化へ貢献でき

るようなサービスを行うために開設

を必要とする。 

 2.5GHz帯地域WiMAXサービスに

より地域内のデジタル・ディバイド

の解消及び利用者の利便性向上

のため、本無線局の開設を希望す

るもの。主なサービスとして「地域

住民へのモバイルインターネット接

続」、緊急車両や災害告知等「災害

時の通信回線確保」、河川監視カメ

ラ等「防災に関する監視機能」ま

た、「条件不利地域への高速ブロー

ドバンド環境の整備」（別子山地区

等）を予定。 

通信の相手

方 
免許人所属の基地局 

電波の型式

並びに希望

する周波数

及び空中線

9M90X7W 2587MHz 200mW 

最大運用数 ３，０００局 ４，５２０局 

運用開始予

定期日 
免許の日から6月以内の日 

 

 

２  審査の結果 

 

 審査の結果、別紙１及び別紙２のとおり、電波法（昭和25年法律第131号）第27条の４

の規定に適合するものと認められるので、包括免許を与えることとしたい。 
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別紙１ 

 

審査結果 

株式会社ＣＡＣ 

審査項目（適用条項） 
判

定
審査概要 

１ 周波数の割当てが可能であること

（電波法第27条の４第１号） 

適  申請者の希望する周波数は既に申請者が開設

する基地局に割り当てられていることから、割り当

てることが可能である。 

２ 特定無線局の開設の根本的基準（

平成９年郵政省令第72号。以下「基

準」という。）に合致すること（電波法

第27条の４第２号） 

適  次のとおり合致する。 

 （１）それらの局を開設することに

よって提供しようとする電気通

信役務が、利用者の需要に適

合するものであること。（基準

第２条第１号） 

適  近年、インターネット接続や動画像伝送等、ワイ

ヤレスブロードバンド通信の需要は拡大の一途で

あり、より高速・大容量の通信が可能な利便性の

高い移動通信システムの導入が期待されている

ところである。 

本無線局は、高速ワイヤレスブロードバンド環

境を構築することを目的とするものであり、利用者

の通信サービスに対する需要に適合していると認

められる。 

（２）包括免許を受けようとする者

は、それらの局の最大運用数

による運用における電気通信

事業の実施について適切な計

画を有し、かつ、当該計画を

確実に実施するに足りる能力

を有するものであること。（基

準第２条第２号） 

適  別添のとおり、開設無線局が最大運用数に達す

る場合であっても通信が確保されることが示され

ており、業務の実施について適切な計画を有して

いると認められる。また、申請者は既に本無線局

の通信の相手方である基地局の予備免許を受け

ていること等、これまでの実績から、上記の計画

を実施するに足りる能力を有していると認められ

る。 

（３）それらの局を開設する目的を

達成するためには、それらの

局を開設することが他の各種

の電気通信手段を使用する場

合に比較して能率的かつ経済

的であること。（基準第２条第

３号） 

適  本無線局に係るシステムは、１基地局当たり数 

km程度のサービスエリアをカバーするものであり

、高速ワイヤレスブロードバンド環境を容易に構

築できるという特質を有しており、他の電気通信

手段に比較して、能率的かつ経済的に優位であ

ると認められる。 

（４）その他それらの局を開設する

ことが電気通信事業の健全な

発達と円滑な運営とに寄与す

ること。（基準第２条第４号） 

適  本無線局を用いたサービスの開始により、ワイ

ヤレスブロードバンドサービスが提供されることと

なり、我が国における電気通信事業の健全な発

達と円滑な運営に寄与するものと認められる。 
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別添 

 

最大運用数の妥当性について 

 

 

 本件の包括免許の最大運用数は、以下のとおり、現在、予備免許を受けている基地局

が収容可能な無線局（端末）数以下であるため、妥当であると認められる。 

 

 

株式会社ＣＡＣ 

収容可能な無線局（端末）数[局] 申請のあった最大運用数[局] 

6,144 3,000 
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別紙２ 

 

審査結果 

株式会社ハートネットワーク 

審査項目（適用条項） 
判

定
審査概要 

１ 周波数の割当てが可能であること

（電波法第27条の４第１号） 

適  申請者の希望する周波数は既に申請者が開設

する基地局に割り当てられていることから、割り当

てることが可能である。 

２ 特定無線局の開設の根本的基準（

平成９年郵政省令第72号。以下「基

準」という。）に合致すること（電波法

第27条の４第２号） 

適  次のとおり合致する。 

 （１）それらの局を開設することに

よって提供しようとする電気通

信役務が、利用者の需要に適

合するものであること。（基準

第２条第１号） 

適  近年、インターネット接続や動画像伝送等、ワイ

ヤレスブロードバンド通信の需要は拡大の一途で

あり、より高速・大容量の通信が可能な利便性の

高い移動通信システムの導入が期待されている

ところである。 

本無線局は、高速ワイヤレスブロードバンド環

境を構築することを目的とするものであり、利用者

の通信サービスに対する需要に適合していると認

められる。 

（２）包括免許を受けようとする者

は、それらの局の最大運用数

による運用における電気通信

事業の実施について適切な計

画を有し、かつ、当該計画を

確実に実施するに足りる能力

を有するものであること。（基

準第２条第２号） 

適  別添のとおり、開設無線局が最大運用数に達す

る場合であっても通信が確保されることが示され

ており、業務の実施について適切な計画を有して

いると認められる。また、申請者は既に本無線局

の通信の相手方である基地局を設置していること

等、これまでの実績から、上記の計画を実施する

に足りる能力を有していると認められる。 

（３）それらの局を開設する目的を

達成するためには、それらの

局を開設することが他の各種

の電気通信手段を使用する場

合に比較して能率的かつ経済

的であること。（基準第２条第

３号） 

適  本無線局に係るシステムは、１基地局当たり数 

km程度のサービスエリアをカバーするものであり

、高速ワイヤレスブロードバンド環境を容易に構

築できるという特質を有しており、他の電気通信

手段に比較して、能率的かつ経済的に優位であ

ると認められる。 

（４）その他それらの局を開設する

ことが電気通信事業の健全な

発達と円滑な運営とに寄与す

ること。（基準第２条第４号） 

適  本無線局を用いたサービスの開始により、ワイ

ヤレスブロードバンドサービスが提供されることと

なり、我が国における電気通信事業の健全な発

達と円滑な運営に寄与するものと認められる。 
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別添 

 

最大運用数の妥当性について 

 

 本件の包括免許の最大運用数は、以下のとおり、現在、免許を受けている基地局が収

容可能な無線局（端末）数以下であるため、妥当であると認められる。 

 

 

株式会社ハートネットワーク 

収容可能な無線局（端末）数[局] 申請のあった最大運用数[局] 

15,000 4,520 
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固定系地域バンドを使用する無線局(地域WiMAX)の概要

地域WiMAXの概要
目的：

デジタル・ディバイドの解消、地域の公共サー

地域WiMAXのサービスのイメージ(例）

デジタル ディバイドの解消、地域の公共サ
ビスの向上等当該地域の公共の福祉の増進
に寄与すること

特徴：

①ブロードバンド・ゼロ地域
への中継回線を提供し、
デジタルディバイドを解消基地局

固定通信向け、地域単位、10MHzの帯域幅
技術方式：

WiMAX方式 中継局②加入者宅等へラス
トワンマイルのイン

○○市の一部

○○市

○○市の全部

○○市

地域WiMAXの対象とする区域

××県の一部の区域

トワンマイルのイン
ターネット等の接続
回線を提供

市

端末局

2 5GH 帯の電波使用

○○市

○○市の一部と◇△町の一部

◇△町

事業者Ａ

2545MHz 2625MHz2575MHz 2595MHz

ガ
ー
ド
バ

ン

ガ
ー
ド
バ

ン

2.5GHz帯の電波使用

（ウィルコム）

地域
WiMAX UQコミュニ

ズ

次世代PHS WiMAX

事業者Ｂ ※一の都道府県の全部をカバー
するものは地域バンドの対象外

全国バンド
30MHz

地域バンド

※ガードバンドは計10MHz

全国バンド
30MHz

ン
ド

ン
ド

10MHz

（ウィルコム）
ケーションズ
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地図凡例

地域WiMAXの免許状況
帯広シティケーブル

北海道帯広市

平成20年10月

東北インテリジェント通信
秋田県秋田市

地図凡例

：CATV事業者

：その他

：基地局免許

北海道帯広市

朱字：今回、包括免許
を付与する事業者

青字：既に包括免許を
付与した事業者

ニューメディア
北海道函館市

上越ケ ブル

となみ衛星通信テレビ
富山県砺波市

：基地局免許

：基地局予備免許
金沢ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄ

石川県金沢市

付与した事業者

上越ケーブル
ビジョン

新潟県上越市

上田ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ
長野県上田市

福井ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
福井県福井市・
坂井市・あわら市

中海ﾃﾚﾋﾞ放送
鳥取県米子市

山陰ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ
島根県松江市

山口ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ
山口県山口市・
宇部市・防府市

唐津ｹｰﾌﾞﾙ
ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ

ﾃﾚﾋﾞ小松
石川県小松市

ニューメディア
山形県米沢市

川越ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ

坂井市・あわら市
矢掛放送
岡山県
矢掛町

嶺南ｹｰﾌﾞﾙ
ﾈｯﾄﾜｰｸ

玉島ﾃﾚﾋﾞ放送
岡山県倉敷市

ﾃﾚﾋ ｼ ｮﾝ
佐賀県唐津市

伊万里
ｹｰﾌﾞﾙ
ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 本庄ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ

佐賀ｼﾃｨﾋﾞｼﾞｮﾝ
佐賀県佐賀市

東松山ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
埼玉県東松山市

・滑川町 川越ｹｰﾌ ﾙﾋ ｼ ｮﾝ
埼玉県川越市

東京ｹ ﾞ ﾈ ﾄ ｸ

ﾈｯﾄﾜ ｸ
福井県敦賀市

香川ﾃﾚﾋﾞ放送
香川県坂出市
・宇多津町

ケーブルワン

入間ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
埼玉県入間市
東京都瑞穂町

CTBﾒﾃﾞｨｱ
大分県
別府市
・日出町

ﾃﾚﾋ ｼ ｮﾝ
佐賀県
伊万里市

本庄ｹ ﾌ ﾙﾃﾚﾋ
埼玉県本庄市

滑川町

ﾗｯｷｰﾀｳﾝﾃﾚﾋﾞ
三重県桑名市

・東員町

ひまわりﾈｯﾄﾜｰｸ
愛知県豊田市・
三好町・長久手町

東京ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ
東京都文京区・

荒川区・千代田区

南東京ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
東京都品川区ｼｰ・ﾃｨｰ・ﾜｲ

三重県四日市市・
いなべ市・桑名市

ﾊｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ
愛媛県新居浜市

愛媛CATV
愛媛県松山市

ケ ブルワン
佐賀県武雄市

ｷｬｯﾁﾈｯﾄﾜｰｸ
愛知県刈谷市 上野原ﾌﾞﾛ ﾄﾞ ﾞﾝﾄﾞ

日本ﾈｯﾄﾜｰｸ
ｻｰﾋﾞｽ

山梨県甲府市
笛吹きらめきﾃﾚﾋﾞ
山梨県笛吹市

河口湖有線ﾃﾚﾋﾞ放送
山梨県富士河口湖町

いなべ市・桑名市
・菰野町・木曽岬町

愛媛県新居浜市
・西条市

ｱｲﾃｨｰﾋﾞｰ
三重県伊勢市・
鳥羽市・志摩市

徳島中央ﾃﾚﾋﾞ
徳島県吉野川市

・小松島市 CAC
愛知県半田市

愛知県刈谷市
・安城市

上野原ﾌ ﾛｰﾄ ﾊ ﾝﾄ
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

山梨県上野原市

ひのき
徳島県上板町、
北島町、松茂町
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                                     資料 ２ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                  平成２０年１０月８日  

 

 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 
異議申立ての付議について 

（平成２０年１０月８日 付議第７号） 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  付議内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波環境課 

                         （大泉電波監視官、元村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０５ 
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付議第７号説明資料 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 

異議申立ての付議について 

 

１ 異議申立年月日 

  平成 20 年８月 30 日 

 

２ 異議申立人 

  個 人 (北川 勝浩） 

 

３ 異議申立てに係る処分 

  平成 20 年７月８日に官報告示（総務省告示第 370 号）した広帯域電力線搬送通

信設備の型式指定処分の一部 

 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社トワダ・ウェルデザイン 

ＨＭＳ－Ｈ100 

第ＡＴ－08003 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社コレガ 

ＣＧ－ＰＬＣＨＤ01 

第ＡＴ－08005 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ＳＭＫ株式会社 

ＰＬ014－３Ｊ 

第ＤＴ－08001 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社アイ・オー・データ機器 

ＰＬＣ－ＥＴ／ＭＷ 

第ＤＴ－08002 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社村田製作所 

ＲＦ－ＰＬＣＰ0101 

第ＥＴ－08003 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社プレミネット 

ＰＬＡＭ5000 Ｒｅｖ．１ 

第ＥＴ－08004 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社ネイルコム 

ＮＰＬ－Ｅ200ＡＩＪ 

第ＧＴ－08001 号 
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４ 異議申立ての趣旨及び理由 

  本件型式指定処分の根拠となっている現行の技術基準は、策定時に重大な事実誤

認をしているため、漏えい電界強度について何ら有効な規制にはなっていない。そ

のため隣家における短波放送受信設備による短波放送の受信が必然的に妨害を受

ける。 

  現行の技術基準に基づく広帯域電力線搬送通信設備は、無線通信等への影響が少

ないと判断される設備ではないので、そもそも型式指定することはできない。 

  当該設備が一般家庭で使用された場合に、隣家における短波放送の受信設備が妨

害を受けることは明らかであり、そのような有害な設備に型式の指定を行ったこと

は誤りである。よって、当該設備の型式の指定の取消しを求める。 

 

 

 

注：「型式指定処分」 

  広帯域電力線搬送通信設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣

の許可を受けなければならないこととされている（電波法第 100 条第１項第１号）

が、その型式について総務大臣の指定を受けた設備については、当該許可を受ける

ことなく設置することができる（電波法第 100 条第１項第１号かっこ書き及び電波

法施行規則第 44 条第１項第１号（１））。 
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（参照条文） 

 

○ 電波法（昭和 25 年法律第 131 号） 

 （電波監理審議会への付議） 

第八十五条 第八十三条の異議申立てがあつたときは、総務大臣は、その異議申立

てを却下する場合を除き、遅滞なく、これを電波監理審議会の議に付さなければ

ならない。 

 

 （高周波利用設備） 

第百条 左に掲げる設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣の許

可を受けなければならない。 

 一 電線路に十キロヘルツ以上の高周波電流を通ずる電信、電話その他の通信設

備（ケーブル搬送設備、平衡二線式裸線搬送設備その他総務省令で定める通信

設備を除く。） 

 

○ 電波法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 14 号） 

（通信設備） 

第四十四条 法第百条第一項第一号の規定による許可を要しない通信設備は、次に

掲げるものとする。 

一 電力線搬送通信設備(電力線に一〇ｋＨｚ以上の高周波電流を重畳して通信

を行う設備をいう。以下同じ。)であつて、次に掲げるもの 

(1) 定格電圧一〇〇ボルト又は二〇〇ボルト及び定格周波数五〇ヘルツ又は

六〇ヘルツの単相交流を通ずる電力線を使用するものであつて、その型式に

ついて総務大臣の指定を受けたもの 

２ 前項第一号の(1)の総務大臣の指定は次に掲げる区分ごとに行う。 

二 屋内において、２ＭＨｚから３０ＭＨｚまでの周波数の搬送波により信号を

送信し、及び受信する電力線搬送通信設備（以下「広帯域電力線搬送通信設備」

という。） 
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